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■外資規制の対象となる無線局に該当しない申請の場合 

① 「電波法第５条に規定する欠格事由」に「有・無」の設定をお願いします。（欠格事由
への抵触がない場合は「無」を選択します。） 

 
 
② 申請に係る無線局が電波法第５条第２項の各号のいずれかに該当する場合（外資規制
の適用対象とならない場合）は、「通信欄」に以下の例文を参考に記載願います。 

 

 
 外資規制の対象となる無線局に該当する申請の場合（電波法第５条第４項以外
のもの）  
 

① 「電波法第５条に規定する欠格事由」に「有・無」の設定をお願いします。（欠格事由
への抵触がない場合は「無」を選択します。） 

 
② 申請に係る無線局が電波法第５条第２項に該当しない場合（外資規制の適用対象の場
合）は、「通信欄」に以下の例文を参考に記載願います。 

 

 

【記載例】 

・処分歴等（電波法第５条第３項）：無 

【記載例】 

以下の事項について、欠格事由に該当するものはありません。 
・国籍、議決権の割合等（電波法第５条第１項） 

・処分歴等（同条第３項）                     
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③ 添付書類欄から必要な書類を添付願います。 
電波法第５条第１項の該当要件に係る申請者（法人又は団体）に限り、議決権の数等を

証する書類（例：株式分布状況表、株主名簿、有価証券報告書等（株式会社以外の場合は
社員名簿等）の議決権の数の状況が分かる資料）を添付。 

 
 

■電波法第５条第４項に該当する無線局の申請の場合 

① 「電波法第５条に規定する欠格事由」に「有・無」の設定をお願いします。（欠格事由
への抵触がない場合は「無」を選択します。） 

 
② 申請に係る無線局が電波法第５条第４項に該当する場合は、「通信欄」に以下の例文を
参考に記載願います。 

 

【記載例】 
以下の事項について、欠格事由に該当するものはありませ
ん。 

・国籍等（電波法第５条第４項第１号） 
・処分歴等（同号） 

・特定役員（同項第２号） 

・議決権の割合（同項第２号及び第３号） 
・役員の処分歴等（同項第４号）  
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③ 添付書類欄から②の事実を証する書類を添付願います。 
１．議決権の総数を証する書類 

  （例：株式分布状況表、株主名簿、有価証券報告書等（株式会社以外の場合は社員名簿
等）の議決権の数の状況が分かる資料）を添付 

 ２．役員又は役員予定者の履歴書及び特定役員が日本国籍を有することを証する書類を
添付 

 
 
【参考】 
＜電波法第５条第２項各号の主な無線局＞ 
〇実験試験局→第１号に該当 
〇アマチュア局→第２号に該当 
○船舶局→第３号に該当 
○航空機局→第４号に該当 
〇固定局→第５号に該当 
〇基地局、携帯基地局、陸上移動局、携帯局、簡易無線局など→第７号に該当  
〇電気通信業務を行うことを目的として開設する無線局→第８号に該当 
 
＜電波法第５条第３項＞ 
〇電波法又は放送法に規定する罪を犯し罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は
その執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者 

〇電波法の規定により、無線局の免許の取消しを受け、その取消しの日から２年を経過しな
い者 
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〇電波法の規定により、認定の取消しを受け、その取消しの日から２年を経過しない者 
〇電波法の規定により、登録の取消しを受け、その取消しの日から２年を経過しない者       


